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○安中市大規模太陽光発電設備設置促進条例施行規則 

平成25年12月19日 

安中市規則第30号 

改正 平成26年５月22日規則第11号 

平成28年３月31日規則第26号 

平成29年３月17日規則第８号 

廃止 平成29年12月15日規則第27号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、安中市大規模太陽光発電設備設置促進条例（平成25年安中市条例第

34号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（附属装置等） 

第３条 条例第２条第２号の太陽光発電設備と同時に設置される附属装置等は、専用の架台、

集光装置、追尾装置、蓄電装置、制御装置、直交変換装置、系統連系用保護装置又はこれ

らの装置を収納する容器とする。 

（平26規則11・一部改正） 

（課税免除の申請） 

第４条 条例第６条第１項の規定による固定資産税及び都市計画税の課税免除の申請は、固

定資産税・都市計画税課税免除申請書（様式第１号）に関係書類を添えて行うものとする。 

２ 条例第６条第２項の規定による固定資産税及び都市計画税の課税免除の審査の結果の

通知は、固定資産税・都市計画税課税免除承認決定通知書（様式第２号）又は固定資産税・

都市計画税課税免除不承認決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

（課税免除の決定の取消し） 

第５条 条例第７条第１項の規定による課税免除の決定の取消しの通知は、固定資産税・都

市計画税課税免除取消決定通知書（様式第４号）により行うものとする。 

（地位の承継の申請） 

第６条 条例第８条第１項の規定による決定事業者（条例第８条の規定による決定事業者の

地位を承継した者を含む。以下同じ。）の地位の承継の申請は、決定事業者地位承継承認

申請書（様式第５号）に関係書類を添えて行うものとする。 

２ 条例第８条第２項の規定による承認の通知は、決定事業者地位承継承認書（様式第６号）
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により行うものとする。 

（適正管理） 

第７条 決定事業者は、条例第７条第１項第３号の課税免除の対象期間を経過した後におい

ても、大規模太陽光発電設備を善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、条例第

１条の目的に従ってその適正な運用を図らなければならない。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年５月22日規則第11号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日規則第26号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月17日規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に受けている電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達

に関する特別措置法等の一部を改正する法律（平成28年法律第59号。以下「改正法」と

いう。）第２条の規定による改正前の電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法（平成23年法律第108号）第６条の規定に基づく設備の認定は、改正法

第２条の規定による改正後の電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法（以下「新法」という。）第９条第３項の規定による認定とみなして、この規

則による改正後の安中市大規模太陽光発電設備設置促進条例施行規則（以下「新規則」と

いう。）の規定を適用する。 

３ この規則の施行の際現に締結されている電力会社との電力受給契約は、その契約の期間

が終了するまでの間は、新法第２条第５項に規定する特定契約とみなして、新規則の規定

を適用する。 

附 則（平成29年12月15日規則第27号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

（平29規則８・一部改正） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

（平28規則26・一部改正） 

様式第４号（第５条関係） 

（平28規則26・一部改正） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

 


